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福 祉 課 

 

 平成 28 年９月 30 日現在における平成 28 年度の予算及び事務事業の執行状況について 

定期監査を実施したので、その結果について概要を述べる。 

 

 

１ 職員の配置状況 

  当課の職員は、課長１人、障がい者支援係５人、社会福祉係２人、保護係５人の計 13

人、このほか、医療費点検調査員１人、障害者相談支援専門員１人、障害支援区分認定

調査員１人、臨時職員４人の合計 20 人が配置されている。 

 

２ 予算の執行状況  

  当課に係る歳入は、予算現額 13 億 8,310 万 3,000 円に対し、調定額４億 5,831 万 6,265

円、収入済額４億 5,360 万 6,738 円で収入率は対予算 32.8％、対調定 99.0％となってい

る。 

  収入済額の主なものは、民生費国庫負担金２億 4,531 万 6,320 円（社会福祉費負担金

417 万 3,320 円、生活保護費負担金２億 4,114 万 3,000 円）、民生費国庫補助金２億 78

万円（社会福祉費補助金）、貸付金元利収入 12 万 1,400 円(災害援護資金貸付金回収金)、

雑入 730 万 2,218 円（生活保護第 63 条・78 条返還 720 万 9,654 円、コピー料ほか 9 万

2,564 円）などである。 

  一方歳出では、50 万円の予備費充用を行い、職員の給与費を除く予算現額 18 億 2,321

万円に対し、９億 3,591 万 6,467 円の執行済額で、執行率は 51.3％となっている。 

  執行済額の内訳は、社会福祉費６億 3,260 万 6,931 円、生活保護費３億 257 万 4,289

円、災害救助費 73 万 5,247 円で、各項別の主な執行状況は、次のとおりである。 

(1)  社会福祉費 

①   社会福祉総務費の執行済額は２億 609 万 6,596 円で、賃金 154 万 5,850 円、役務費

177 万 9,726 円（通信運搬費、手数料）、委託料 480 万 4,000 円（地域見守りネット

ワーク支援事業、臨時福祉給付金システム導入業務）、負担金補助及び交付金１億

9,722 万 600 円（社会福祉協議会運営補助金、民生委員児童委員協議会運営補助金、

臨時福祉給付金ほか）などである。 

②  身体障害者福祉費の執行済額は 4,558 万 6,128 円で、報酬 97 万 5,600 円（嘱託医

及び医療費点検調査員）、扶助費 4,410 万 424 円（重度心身障害者医療費助成事業扶

助費、特別障害者手当ほか）などである。 

③  知的障害者福祉費の執行済額は９万円で、伊佐市手をつなぐ育成会補助金である。 

④  障害者自立支援費の執行済額は３億 8,043 万 4,841 円で、報酬 269 万 7,600 円（障

害者相談支援専門員ほか）、委託料 1,250 万 2,607 円（地域活動支援センター事業、

障がい者等日中一時支援事業ほか）、扶助費３億 6,345 万 5,125 円（介護給付、補装

具給付、日常生活用具給付及び自立支援医療費ほか）などである。 

⑤ 遺家族等援護費の執行済額は 39 万 9,366 円で、戦没者追悼式等に係る需用費 10

万 2,646 円（消耗品費ほか）、大口、菱刈慰霊塔清掃業務委託料 28 万 2,420 円など
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である。 

(2) 生活保護費 

① 生活保護総務費の執行済額 204 万 9,851 円は、嘱託医の報酬 46 万 9,200 円、役務

費 50 万 2,606 円（通信運搬費、手数料）、委託料 80 万 7,105 円（後発医薬品分析

業務、レセプト点検調査業務ほか）などである。 

②� 扶助費の執行額３億 52 万 4,438 円は、生活保護受給者への扶助費である。 

(3) 災害救助費 

災害救助費の執行済額 73 万 5,247 円で、需用費 31 万 607 円は熊本震災対応物資と

しての消耗品費、委託料 22 万 4,640 円（要援護者台帳等管理システム保守業務ほか）

である。 

 

３ 主な事務事業の執行状況 

                                    （単位：円） 

事務事業名 
執行済額 

（予算額） 
事 務 事 業 の 主 な 内 容 

社 会 福 祉 協 議

会 運 営 補 助 事

業 

12,981,000 
（12,981,000） 

【事業内容】 

 高齢者や障がい者の支援、ボランティア活動、心配ごと相

談など地域福祉の中核を担う社会福祉協議会に対し、運営費

や人件費の一部を助成し、障がい者居宅介護サービス事業、

共同募金事業、ボランティア活動事業、心配ごと相談事業、

民生委員会運営事業、社会福祉大会開催事業など、市民が健

康で安心して暮らせる地域づくりを推進する。 

負担金補助交付金 

 社会福祉協議会運営補助金  12,981,000 円 

 

【効果】 

 地域社会の中核を担う社会福祉協議会の運営の安定と地

域福祉の向上が図られる。 

 

民 生 委 員 児 童

委 員 協 議 会 運

営補助事業 

10,960,750 
（11,440,000） 

【事業内容】 

 住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会

福祉の増進に寄与することを目的に設置された民生委員、児

童委員の活動（地域包括支援センター等関係機関との連携、

要援護者の見守り活動、相談業務など）に対し、委員活動費、

運営費を助成する。 

 民生委員児童委員協議会運営補助金 10,929,600 円ほか 

 

【効果】 

 地域福祉の核である民生委員児童委員の活動を支援する

ことにより、地域福祉の増進と住民の安心・利便性が向上す

る。 

 

コミュニティ

協議会社会福

祉推進委員活

動推進事業 

700,000 

（700,000） 

 

【事業内容】 

高齢者や障がい者など援護を必要とする人々を見守りネ

ットワークにより、地域全体が連携して見守り活動を行い、

地域福祉の向上を図る。 

地区コミュニティ協議会に委託し、コミュニティ協議会、

民生委員、自治会や福祉協力員の見守りネットワークを構築

する。 

地域見守りネットワーク支援事業委託  700,000 円 
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（コミュニティ協議会 全 14 校区） 

【効果】 

 身近なところで見守を実施することにより、住民の安心・

安全に寄与している。 

臨 時 福 祉 給 付

金（簡素な給付

措置） 

181,304,846 
（260,393,000） 

【事業内容】 

消費税の引き上げにより低所得者に与える負担の影響を

緩和するため、国の平成 27 年度補正予算で創設された給付

金。 

 

臨時福祉給付金           173,160,000 円 

 臨時福祉給付金支援事業に係るシステム導入業務委託 

                  4,104,000 円 

 賃 金              1,545,850 円 

役務費（通信運搬費）       1,265,106 円ほか 

 

【効果】 

 給付金を支給することにより、低所得者の負担感が軽減さ

れた。 

 

災 害 対 策 支 援

事業 

424,640
（2,694,000） 

【事業内容】 

災害時における支援物資の確保や地域福祉支援システム

（災害時要援護者管理システム）の管理保守を行い、市民の

防災意識の高揚や自助・共助・公助による防災体制の充実を

図る。また、自然災害及び火災の被害を受けた者に対する見

舞金の支給を行う。 

要援護者台帳等管理システム保守業務委託 

                    224,640 円 

 災害見舞金・行旅人扶助        200,000 円 

          

【効果】 

 市民に安心を提供するとともに防災意識の高揚が図られ

た。 

 

重心医療助 成

事業 

39,772,578 
(77,307,000） 

【事業内容】 

重度障害者が医療を受けた際の保険一部負担額を助成し

て、重度障害者の保健の向上に寄与し福祉の増進を図る。 

 

報酬（嘱託職員）          882,000 円 

 

補助対象者 

①  身体障害者手帳保持者（1 級・2 級） 

②  知的障害者で知能指数 35 以下 

（療育手帳 A1・A2・B1 の一部） 

③ 知能指数 50 以下（B1）と身体障害者手帳 3 級の合併

障害者 

 

扶助費 

社 会 保 険 1,049 件 5,700,335 円 

国 民 健 康 保 険 3,884 件 17,428,636 円 

後期高齢医療保険 4,236 件 15,558,623 円 

合    計 9,169 件 38,687,594 円 

 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 
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特別障 害 者手

当支援事業 

5,506,430 
（13,676,000） 

 

【事業内容】 

精神または身体に著しく重度の障害があるため、日常生活

において常時特別の介護を要する在宅の障害者（児）に手当

を支給する。法律による実施。 

 

報酬（特別障害者嘱託医師）       93,600 円 

扶助費 

【特別障害者手当】 

精神又は身体に著しく重度の障害を有する者に支給する。 

  月額 26,620 円（2 月～3 月）対象者延べ 48 人、 

  月額 26,830 円（4 月～7 月）対象者延べ 89 人、 

               支給額 3,665,630 円 

 

【経過的福祉手当】 

 年齢に関係なく在家庭による重度障害者で、常時介護を必

要とするものに対して支給。 

  月額 14,480 円（2 月～3 月）対象者延べ 4 人、 

  月額 14,600 円（4 月～7 月）対象者延べ 8 人、 

               支給額  174,720 円 

【障害児福祉手当】 

 精神又は身体に重度の障害を有する児童に支給する。 

  月額 14,480 円（2 月～3 月）対象者延べ 36 人、 

  月額 14,600 円（4 月～7 月）対象者延べ 72 人、 

         支給額 1,572,480 円 

 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 

 

障 害 者 補装具

給付事業 

1,755,517 
（10,200,000） 

 

【事業内容】 

身体障害者並びに身体障害児に対し、補聴器・車椅子等の

補装具の交付又は修理を行う。 

 
扶助費 公費負担金分              （単位：円） 

補装具名 
交 付 修 理 

公費負担 
件数 負担金 件数 負担金 

義 肢 ・ 装 具 6 554,901 3 154,460 709,361 

歩 行 器 1 25,661 0 0 25,661 

補聴器・眼鏡 3 142,842 14 378,903 521,745 

車いす 1 154,432 7 133,279 287,711 

電動車いす 0 0 3 207,239 207,239 

歩行補助つえ 1 3,800 0 0 3,800 

合  計 12 881,636 27 873,881 1,755,517 

 

【効果】 

 障害者が安心した生活が送れることで、福祉の向上が図ら

れている。 
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障 害 者 介 護 給

付事業 

334,385,693 
(768,451,000） 

【事業内容】 

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、介護給付費、訓練等給付費等を支給する。 

扶助費 

種   類 件 数 金額（円） 

居 宅 介 護 94  6,085,350 

重度訪問介護 4 392,760 

行 動 援 護 9  255,130 

生 活 介 護 636 120,937,038 

療 養 介 護 58 15,010,980 

短 期 入 所 76 5,367,879 

施設入所支援 435  49,339,080 

自 立 訓 練 220 28,535,360 

就労移行支援 62  8,765,230 

就労継続支援 506 54,686,598 

共同生活援助 384 32,738,150 

計画相談支援 137   2,238,450 

合    計 2,621 324,352,005 

特定障害者特別給付費 ― 9,206,753 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 

障 害 者療養介

護事業 

3,691,472 
 （7,807,000） 

【事業内容】 

常時介護を要する障害者を対象として、病院において行わ

れる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下にお

ける介護及び日常生活上の世話を供与する。 

療養介護医療費          3,689,028 円など 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 

障 害 者 自 立 支

援医療費事業 

20,500,058
（63,061,000） 

【事業内容】 

一般医療によって、すでに治癒した身体障害者に対しての

日常生活能力、社会生活能力、職業能力を回復または向上も

しくは更生させることを目的とする。 

報酬（育成医療判定医師）         93,600 円 

扶助費 

区   分 件 数 公費負担（円） 

入 院 

肢 体 不 自 由 0 0 

心臓機能障害 7 324,653 

腎臓機能障害 30 2,286,306 

入院外 
腎臓機能障害 430 15,352,306 

免疫機能障害 1 17,693 

調  剤 201 1,954,287 

食事療養 0 0 

育成医療 35 440,304 

合  計 704 20,375,549 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 
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障 害 者 地 域 生

活支援事業 

18,140,698 
（31,182,000） 

 

【事業内容】 

障害者の相談に応じる相談支援事業や地域活動支援セン

ター事業の実施、日常生活用具の給付を行い、障害者の自立

支援を行う。 

報酬（障害者相談支援専門員）      1,302,000 円 

 

委託料  

委託事業 委 託 先 委託料（円） 

相談支援事業及

び地域活動支援

センターⅠ型 

公益財団法人 慈愛会 ※ 162,864 

社会福祉法人 慈和会 7,764,000 

地域活動支援セ

ンターⅡ型 

社会福祉法人 大一会 3,000,000 

社会福祉法人 真奉会 ※ 2,323 

合     計 10,929,187 

障害者等日中一

時支援事業 

（単価契約） 

社会福祉法人 ひまわり福祉会 775,440 

社会福祉法人 ぬくもりの里 208,440 

社会福祉法人 大一会 95,040 

合  計 1,078,920 

 ※相談支援事業及び地域活動支援ｾﾝﾀｰⅠ型慈愛会 単価契約 

 ※地域活動支援ｾﾝﾀｰⅡ型 真奉会 単価契約 

 

手話通訳者養成研修（通訳者Ⅱ）委託    490,000 円 

 

扶助費          

区    分 件数 公費負担金額（円） 

自 立 生 活 支 援 用 具 2 185,480 

在宅療養等支援用具 2 101,810 

排 泄 管 理 支 援 用 具 187 3,445,651 

介護・訓練用支援用具 1 138,600 

情報意思疎通支援用具 2 71,820 

合   計 194 3,943,361 

  

 障害者移動者支援事業        132,912 円 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 

 

障 害 支 援 区分

認定調査事業 

1,961,403 
(4,016,000) 

 

【事業内容】 

 障害福祉サービス支給決定のために、障害支援区分認定調

査を行い、姶良・伊佐地区介護保険組合に障害支援区分の認

定審査を依頼する。 

  

報酬（障害支援区分認定調査員）   1,302,000 円ほか 

 

【効果】 

 障害者の福祉の向上が図られている。 
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生 活 保 護 施 行

管理事業 

885,703 
 （1,859,000） 

【事業内容】 

 生活保護法の原理・原則により、生活に困窮するものに対

し、困窮の程度に応じ最低限度の生活を保障するとともに、

その世帯の自立を助長する。（生活困窮者就労準備支援事業

補助金対象） 

報酬 （福祉事務所嘱託医師）       469,200 円 

委託料 医療レセプト管理システム保守   184,032 円 

 

【効果】 

 生活保護業務の円滑な実施が図られている。 

生 活 保 護適正

実施推進事業 

1,164,148 

(1,618,000) 

 

【事業内容】 

生活困窮者就労準備支援事業費補助金を活用し、診療報酬

明細書点検充実事業、医療扶助適正実施推進事業、扶養義務

調査充実事業を実施する。 

 

委託料 レセプト点検業務委託       442,713 円 

 後発医薬品（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品）分析業務委託 180,360 円 

                     

【効果】 

 生活保護業務の適正化が図られている。 

生 活 保 護扶助

事業 

300,524,438 
(552,179,000) 

【事業内容】 

 生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じ最低限度の生活

を保障し、その世帯の自立を助長するための各種扶助を行

う。 

 

扶助費                （単位：円） 

扶助別 扶助額 延世帯数 延人員 

生活扶助 87,245,640 1,209 1,579 

住宅扶助 12,823,753 741 966 

教育扶助 1,700,868 63 111 

介護扶助 3,952,640 184 186 

医療扶助 194,129,571 1,370 1,645 

出産扶助 0 0 0 

生業扶助 671,966 22 22 

葬祭扶助 0 0 0 

合 計 300,524,438 3,589 4,509 

被保護世帯数 267 世帯（311 人） Ｈ28.9.30 現在 

 

高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 

単身 

世帯 

2 人以上 
世帯 人員 世帯 人員 

世帯 人員 

146 9 18 9 23 27 31 

 

傷病世帯 その他の世帯 

世帯 人員 世帯 人員 

32 41 44 72 

【効果】 

 生活困窮者の生活を保障し各種扶助を実施することに

より、自立が助長され住民の福祉の向上が図られている。 
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４ 主な委託の執行状況 

補助

単独

の別 

事    業   名 契約金額 （円） 契約の相手方 

契約 

の 

方法 

契約期間 

補助  地域見守りﾈｯﾄﾜｰｸ支援事業 700,000 
14 校区ｺﾐｭﾆﾃｨ協

議会 

随意

契約 

H28.4.1～ 

H29.2.28 

補助  
年金生活者等支援臨時福祉

給付金ｼｽﾃﾑ構築業務 
1,890,000 

行政ｼｽﾃﾑ九州㈱

鹿児島支店 

随意

契約 

H28.4.1～ 

H28.9.30 

補助  

臨時福祉給付金、障害・遺

族年金受給者向け給付金ｼｽ

ﾃﾑ構築業務 

2,214,000 
行政ｼｽﾃﾑ九州㈱

鹿児島支店 

随意

契約 

H28.6.27～ 

H29.1.31 

補助  
障害者相談支援事業及び地

域活動支援ｾﾝﾀｰⅠ型事業 
7,764,000 

社 会 福 祉 法 人 

慈和会 

随意

契約 

H28.4.1～ 

H29.3.31 

補助  
障害者相談支援事業及び地

域活動支援ｾﾝﾀｰⅠ型事業 

（単価契約） 

電話 1,200 円/日 

訪問 2,500 円/日 

1 型 2,323 円/日 

公 益 財 団 法 人 

慈愛会 

随意

契約 

H28.4.18～ 

H29.3.31 

補助  地域活動支援ｾﾝﾀｰⅡ型事業 3,000,000 
社会福祉法人 

大一会 

随意

契約 

H28.4.1～ 

 H29.3.31 

補助  地域活動支援ｾﾝﾀｰⅡ型事業 
（単価契約） 

Ⅱ型 2,323 円/日 

社会福祉法人 

真奉会 

随意 

契約 

H28.4.1～ 

 H29.3.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,080 円/ｈ 

社会福祉法人 

ひまわり福祉会 

随意 

契約 

H28.4.1～ 

H29.3.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,080 円/ｈ 

社会福祉法人 

ぬくもりの里 

随意

契約 

H28.4.1～ 

 H29.3.31 

補助  
伊佐市障がい者等日中一時

支援事業 

（単価契約） 

1,080 円/ｈ 

社会福祉法人 

大一会 

隋意 

契約 

H28.4.1～ 

H29.3.31 

単独  
手話通訳者養成研修（通訳

者Ⅱ）業務 
490,000 

鹿児島県聴覚障

害者協会 

随意 

契約 

H28.5.11～ 

H29.3.31 

単独  大口・菱刈慰霊塔清掃業務 
（単価契約） 

28,242 円/回 

社会福祉法人 

ひまわり福祉会 

随意

契約 

H28.4.1～ 

H29.3.31 

 

５ 主な補助金等の支出状況  

団     体     名 金額(円) 事     業    内    容 

伊佐市社会福祉協議会 12,981,000 
福祉行政の補完的役割を果たす社会福祉

協議会への運営補助金。 

伊佐市民生委員児童委員協議会 10,929,600 
ボランティアである民生委員の研修活動

費等の充実を図るための運営補助金。 
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伊佐保護区保護司会 150,000 保護司会運営補助金。 

給付対象者 173,160,000 
消費税引き上げに伴う低所得者に対する

臨時福祉給付金。 

姶良・伊佐地区介護保険組合 156,000 
介護保険組合負担金（障害者審査判定業

務第 1 期・2 期分） 

 

６ 財産管理の状況 

種 別 面  積（㎡） 備               考 

土 地  5,745.00 羽月地区招魂碑、大口慰霊塔 

建 物   616.00 大口慰霊塔、菱刈慰霊塔 

  ※菱刈慰霊塔の土地は、旧菱刈町農業協同組合所有地で 300 ㎡の借地である。 

  また、同建物の面積については確認がなされていない。 

 

７  現地監査について 

     菱刈慰霊塔の管理状況について現地監査をしたが、概ね良好に管理されていること

を認めた。 

 

８ その他 

当課で整備保管されている財務に関する諸帳簿及び各台帳などについては、概ね 

良好に整備保管されていることを認めた。 


